
（注記）
Ô．重要な債務負担行為
当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおりです。

契 約 内 容 契 約 年 月 契約金額
（千円）

翌期以降支払額
（千円）

島根大学（医病）病棟等改修その他工事 平成22年12月 1¶836¶450 1¶797¶810

島根大学（医病）病棟等改修その他電気設備工
事

平成22年12月 1¶270¶500 1¶270¶500

島根大学（医病）病棟等改修その他機械設備工
事

平成22年12月 2¶110¶500 2¶110¶500

島根大学（医病）病棟等改修エレベーター等工
事

平成22年12月 215¶250 215¶250

島根大学（川津）陸上競技場改修工事 平成23年２月 78¶855 78¶855

病院情報管理システム端末機等増設 平成23年２月 65¶626 65¶626

滅菌支援システム 平成22年10月 96¶810 96¶810

滅菌器材管理システム 平成22年10月 150¶895 150¶895

鋼製小物個体管理システム 平成22年12月 57¶960 57¶960

患者用ベッドシステム 平成22年10月 142¶485 142¶485

手術総合システム 平成22年９月 916¶650 916¶650

患者モニタリングシステム 平成22年９月 826¶350 826¶350

なお、前事業年度以前に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおり
です。

契 約 内 容 契 約 年 月 契約金額
（千円）

翌期以降支払額
（千円）

島根大学（医病）病棟新営その他工事 平成21年１月 2¶806¶650 355¶040

島根大学（医病）病棟新営その他電気設備工事 平成21年２月 925¶050 151¶790

島根大学（医病）病棟新営その他機械設備工事 平成21年２月 2¶109¶450 339¶750

島根大学（医病）病棟新営エレベーター工事 平成21年３月 161¶700 20¶670
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] 賞与引当金
職員に支給する賞与について、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、
支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上しています。
なお、職員に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置がなされるものにつ
いては、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額として、当事業
年度末の支給対象期間に応じた支給見込額から前事業年度末の同見込額を控除して計上してい
ます。

^ 徴収不能引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権、貸倒懸念債権等の債権の分類毎に過去の貸
倒実績率等に基づいて回収不能見込額を計上しています。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）を採用しています。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
\ たな卸資産（貯蔵品）

評価基準 低価法 評価方法 最終仕入原価法
] 医薬品及び診療材料

評価基準 低価法 評価方法 移動平均法
ただし、医薬品及び診療材料については、当分の間、評価方法は最終仕入原価法を採用して
います。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しています。
７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
徴収条例で定める地代や賃借料等を参考に計算しています。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
日本相互証券が公表する第313回国債の平成23年３月31日利回り終値1•255％で計算していま

す。
８．リース取引の会計処理

リース料総額が3¶000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係
る方法に準じた会計処理によっています。
９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式を採用しています。

10．財務諸表の表示単位
財務諸表は、千円未満切捨てにより表示しています。

Ó．重要な会計方針の変更
１．運営費交付金収益の計上基準
従来、運営費交付金収益の計上基準として原則期間進行基準を採用し、業務達成基準を採用す
る業務は特別教育研究経費（特別運営費交付金）及び法人内予算における重点プロジェクト経費
による事業の一部としていましたが、当期において運営費交付金等の収益計上の方法を定めた規
程の改訂を行い、事業のより効率的かつ効果的な予算管理を行うこと、並びに、事業の達成状況
を明確に把握し、運営費交付金の収益計上をより適切に行うため、当該規程に基づき学長が特に
必要と認めた事業についても、業務達成基準を採用することとしました。

なお、この結果、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の運営費交付金収益は226¶491

千円減少し、経常利益は同額減少しております。

２．資産除去債務

当事業年度より、「『国立大学法人会計基準』及び『国立大学法人会計基準注解』平成23年１月

14日改訂」並びに「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しています。これによる損益に与える影響はありません。
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